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株式会社全国鉄骨評価機構 

 性能評価業務約款 

 

制定  平成 20年 3月 31日 

改正   平成 23年  4月  1日 (い) 

改正  平成 24年 11月  1日 (ろ) 

改正  平成 26年  4月  1日 (は) 

改正  令和元年  10月  1日 (に) 

改正  令和２年   5月 29日 (ほ) 

改正  令和２年  12月 10日 (へ) 

改正  令和６年 10月 22日（と） 

 

第１章 総  則 

 

（趣 旨） 

第 1条 この性能評価業務約款（以下「業務約款」という。）は、株式会社全国鉄骨評価機

構（以下「機構」という。）が、性能評価業務規程（以下「規程」という。）に基づき評

価業務の実施に必要な事項を定める。 

 

（性能評価申請の受付） 

第 2条 機構は、性能評価申請の受付を 4月 1日から 4月 30 日及び 10月 1日から 10月

31日迄の年 2回とする。（と） 

ただし、申請者のやむを得ない理由による場合は、当受付期間外でも受付を行うこと

ができる。（ろ） 

2  機構は申請を受けた後、評価を行い原則 6カ月以内に申請者に性能評価書を交付する。

（ろ） 

ただし、申請者のやむを得ない理由等による場合は、6カ月を越えて性能評価書を交付

することができる。（ろ） 

3  申請者は、性能評価申請に当たって性能評価が有効である期間の期限（以下「評価有

効期限」という。）を 5年間としなければならない。（い）（へ） 

4  申請者は、機構の請求に応じて、申請に係わる性能評価のために必要な追加書類又は

申請に係わるその他のものを遅滞なく機構に提出しなければならない。 

5   機構は、機構の責めに帰することが出来ない事由により、6カ月を超えて性能評価書

が交付できない場合は、申請者にその理由を明示の上、性能評価をうち切ることが出来

る。 

6   機構が性能評価をうち切った場合は、その申請図書は返却しない。ただし、納付され

た手数料は返却する。 

7  工場審査の前までに申請者の正当な都合による場合は、受け付けられた性能評価申請

図書を取り下げる（別記様式 JSAO-7による。）ことができる。申請図書及び手数料の扱

いは第 6項による。 
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8  申請者は、交付された通知書（別記様式 JSAO-11による。）に定める評価有効期限経過後

も認定を継続しようとする場合は、評価有効期限以内に性能評価が完了するように改めて性

能評価申請をするものとする。 

この場合、交付された通知書の評価有効期限は第3項で規定する期間に、改めて発生する大

臣認定申請手続き期間を加えることができる。（い）（へ） 

９ 前項に規定する認定の継続のための性能評価において、災害その他やむを得ない事由によ

り評価の完了する時期が評価有効期限を超える場合は、機構は性能評価申請書類により品質

管理体制が適切に維持されていることを確認し、運営委員会の承認を受けたうえで、評価有

効期限の延長を認めることができる。ただし、機構は、評価有効期限を延長しようとすると

きは、あらかじめ、国土交通省に協議するものとする。また、延長した場合における性能評

価後の新たな評価有効期限は、第4項の規定にかかわらず、元の通知書に記載された評価有

効期限後の5年後とする。（ほ）（へ）（と） 

10 申請者は、評価後、業務約款細則に定める変更事項が発生した場合、速やかに機構の

代表取締役社長（以下「社長」という。）に届出を行い、運営委員会の審議を経て、再評価

を受けるものとする。（ほ） 

 

第２章 性能評価手数料 

 

（性能評価手数料） 

第 3条 申請者は、規程第 7条第 3項に定める建築鉄骨溶接構造性能評価申請書に受付印

を押印した写しの交付を受けたとき、第 3項に定める評価の区分に応じた性能評価に係

わる手数料を請求の日から 1カ月以内に、機構が定める銀行口座に振り込まなければな

らない。 

2 申請者と機構は前項の受付印を押印した日をもって契約締結したものとする。 

3 評価の区分による性能評価に係わる手数料は下記による。 

（評価の区分） 手数料（消費税については非課税扱い） 

Ｓグレード 133万円（は）（に）（と） 

Ｈグレード 94万円（に）（と） 

Ｍグレード 60万円（に）（と） 

Ｒグレード 47万円（に）（と） 

Ｊグレード 34万円（に）（と） 

 

第３章 そ の 他 

 

（細目の委任） 

第 4条 この業務約款を実施し又は補足するために必要な事項は、社長が別に定める。 

 

（業務約款の改正等） 

第 5条 この業務約款を改正し又は廃止しようとするときは、社長は機構の取締役会の審

議を経て行う。 

 

 

 

（附 則）－平成 20年 3月 31日制定－ 
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  この約款は、平成 20年 4月 1日より実施する。 

（附 則）（い） 

    改正後の約款は、平成 23年 4月１日より実施する。 

（附 則）（ろ） 

改正後の約款は、平成 24年 11月１日より実施する。 

（附 則）（は） 

改正後の約款は、平成 26年 4月１日より実施する。 

（附 則）（に）  

改正後の約款は、令和元年 10月１日より実施する。 

（附 則）（ほ）  

改正後の約款は、令和 2年 5月 29日より実施する。 

（附 則）（へ）  

   改正後の約款は、令和 2年 12月 10日より実施する。 

（附 則）（と）  

   改正後の約款は、令和７年 1月 1日より実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


